
規

則 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
元
年
七
月
九
日 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 

埼
玉
県
規
則
第
八
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 

第
一
条
中
「
及
び
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
（
平
成
二
十
年
法
律
第
二
十
五

号
）
」
を
「
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
十
三
号
）
附
則

第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
法
第
九
条
の
規

定
に
よ
る
廃
止
前
の
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
（
平
成
二
十
年
法
律
第
二
十
五

号
）
及
び
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
十
一
年
法
律

第
四
号
）
」
に
改
め
る
。 

 

第
二
条
中
「
非
常
勤
の
嘱
託
員
」
を
「
会
計
年
度
任
用
職
員
」
に
改
め
る
。 

 

第
二
条
の
三
第
六
項
中
「
第
四
十
三
条
第
二
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
二
第
二
項
」
に
、
「
第

五
十
一
条
の
二
第
五
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
一
第
五
項
」
に
改
め
る
。 

 

第
二
条
の
四
第
二
号
中
「
自
動
車
税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
る
。 

 

第
五
条
の
二
の
見
出
し
中
「
自
動
車
税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
自
動
車

税
納
付
義
務
免
除
申
告
書
」
を
「
自
動
車
税
（
種
別
割
）
納
付
義
務
免
除
申
告
書
」
に
改
め
る
。 

 

第
六
条
第
一
項
中
「
、
自
動
車
税
」
を
「
、
種
別
割
」
に
、
「
自
動
車
税
減
額
（
取
消
）
通
知

書
」
を
「
自
動
車
税
（
種
別
割
）
減
額
（
取
消
）
通
知
書
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
自
動
車

税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
る
。 

 

第
六
条
の
十
一
第
二
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

 
 

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
法
人
の
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
税
は
、
同
一
の
税
目
に
属
す
る

県
税
と
み
な
す
。 

 

第
六
条
の
十
二
第
二
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
第
四
十
九
条
第
三
項
」
を
「
第
五
十
五
条

の
十
七
第
二
項
」
に
、
「
第
五
十
一
条
の
四
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
三
」
に
、
「
第
四
十
一
条
」

を
「
第
五
十
四
条
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
第
四
十
五
条
の
三
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
五

十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
」
に
、
「
第
四
十
九
条
第
四
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
七
第
三
項
」

に
、
「
県
税
の
」
を
「
自
動
車
税
の
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
第
四
十
五
条
の
三
第
二
項
又

は
第
四
十
九
条
第
三
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
七
第
二
項
又
は
第
五
十
五
条
の
十
七
第
二
項
」
に
、

「
県
税
」
を
「
自
動
車
税
」
に
、
「
身
体
障
害
者
・
精
神
障
害
者
に
係
る
自
動
車
取
得
税
・
自
動

車
税
減
免
申
請
書
」
を
「
身
体
障
害
者
・
精
神
障
害
者
に
係
る
自
動
車
税
環
境
性
能
割
・
自
動
車



税
（
種
別
割
）
減
免
申
請
書
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
第
四
十
五
条
の
三
第
一
項
第
一
号
」

を
「
第
五
十
五
条
の
七
第
一
項
第
一
号
」
に
、
「
第
四
十
九
条
第
五
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十

七
第
四
項
」
に
、
「
第
四
十
一
条
」
を
「
第
五
十
四
条
」
に
、
「
第
四
十
五
条
の
三
第
四
項
第
二

号
」
を
「
第
五
十
五
条
の
七
第
四
項
第
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
第
四
十
五
条
の
三
第

四
項
第
三
号
又
は
第
四
十
九
条
第
五
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
七
第
四
項
第
三
号
又
は
第
五
十
五

条
の
十
七
第
四
項
」
に
、
「
第
四
十
一
条
」
を
「
第
五
十
四
条
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
第

四
十
九
条
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
七
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
」
に

改
め
、
「
除
く
。
」
の
下
に
「
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
」
を
加
え
る
。 

 

第
十
三
条
の
六
中
「
農
地
利
用
集
積
円
滑
化
団
体
等
」
を
「
農
地
中
間
管
理
機
構
」
に
改
め
る
。 

 

第
二
十
二
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

第
二
十
二
条
か
ら
第
二
十
九
条
ま
で 

削
除 

 

第
三
十
五
条
の
次
に
次
の
六
条
を
加
え
る
。 

 

（
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
よ
る
収
納
印
の
表
示
の
取
扱
い
） 

第
三
十
五
条
の
二 

条
例
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
の
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
よ
る
自
動
車
税
に

つ
い
て
の
収
納
印
の
表
示
は
、
知
事
の
指
定
を
受
け
た
者
（
以
下
「
収
納
計
器
取
扱
人
」
と
い

う
。
）
及
び
埼
玉
県
自
動
車
税
事
務
所
長
が
行
う
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
証
紙
代
金
収
納
計
器
取
扱
人
指
定
申
請
書
を
知
事

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
そ
の
氏
名
又
は
名
称
、
取
扱
場
所
等
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
、

又
は
取
扱
い
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
証
紙
代
金
収
納
計
器
取
扱
人
指
定

事
項
変
更
届
又
は
証
紙
代
金
収
納
計
器
取
扱
廃
止
届
を
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

知
事
は
、
収
納
計
器
取
扱
人
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
収
納
計
器
取
扱
人
の

指
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

始
動
票
札
を
用
い
な
い
で
表
示
を
し
た
と
き
。 

 

二 

そ
の
他
収
納
計
器
取
扱
人
と
し
て
不
適
当
と
認
め
た
と
き
。 

５ 

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
収
納
計
器
取
扱
人
と
し
て
の
指
定
を
取
り
消
し
た
と
き
は
、

証
紙
代
金
収
納
計
器
取
扱
人
指
定
取
消
通
知
書
に
よ
り
当
該
取
消
し
に
係
る
者
に
対
し
通
知
す

る
も
の
と
す
る
。 

６ 

知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
収
納
計
器
取
扱
人
を
指
定
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
そ
の
旨

を
告
示
す
る
も
の
と
す
る
。
指
定
を
取
り
消
し
、
又
は
変
更
届
若
し
く
は
廃
止
届
が
提
出
さ
れ

た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。 

７ 

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
証
紙
代
金
収
納
計
器
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、
埼
玉
県
自
動
車
税
事

務
所
長
に
対
し
、
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
係
る
始
動
票
札
の
交
付
請
求
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 



８ 

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
始
動
票
札
の
交
付
を
受
け
る
時
ま
で
に
始
動
票
札
に
表
示
す
る
金
額

を
県
に
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

９ 
収
納
計
器
取
扱
人
は
、
埼
玉
県
自
動
車
税
事
務
所
長
の
交
付
し
た
始
動
票
札
に
表
示
し
た
金

額
を
限
度
と
し
て
証
紙
代
金
収
納
計
器
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

10 

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
よ
る
収
納
印
を
誤
つ
て
表
示
し
た
場
合
に
お

い
て
、
知
事
が
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
誤
つ
て
表
示
し
た
収
納

印
の
表
示
金
額
に
相
当
す
る
金
額
の
還
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
当
該
収
納
印
を
誤
つ
て
表
示
し
た
こ
と
を
証
す
る
申
告
書
等
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

11 

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
よ
る
収
納
印
の
表
示
の
状
況
を
証
紙
代
金
収

納
印
表
示
記
録
簿
に
記
録
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
証
紙
代
金
収
納
印

表
示
記
録
簿
は
、
毎
年
四
月
一
日
か
ら
記
録
を
開
始
し
、
翌
年
三
月
三
十
一
日
を
も
つ
て
閉
鎖

す
る
も
の
と
す
る
。 

12 

使
用
済
み
の
始
動
票
札
は
そ
の
使
用
の
完
了
の
日
か
ら
、
証
紙
代
金
収
納
印
表
示
記
録
簿
は

そ
の
閉
鎖
の
日
か
ら
五
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

13 

埼
玉
県
自
動
車
税
事
務
所
長
は
、
自
動
車
税
の
保
全
上
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、

証
紙
代
金
収
納
計
器
に
封
印
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。 

14 

収
納
計
器
取
扱
人
は
、
証
紙
代
金
収
納
計
器
に
よ
る
収
納
印
の
表
示
に
よ
る
納
付
の
方
法
の

廃
止
そ
の
他
知
事
が
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い
て
、
既
に
収
納
印
を

表
示
し
た
金
額
の
合
計
額
が
始
動
票
札
に
表
示
し
た
金
額
に
達
し
て
い
な
い
と
き
は
、
当
該
始

動
票
札
に
表
示
し
た
金
額
か
ら
既
に
収
納
印
を
表
示
し
た
金
額
の
合
計
額
を
控
除
し
て
得
た
金

額
の
還
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

（
証
紙
代
金
収
納
計
器
の
取
扱
手
数
料
） 

第
三
十
五
条
の
三 

収
納
計
器
取
扱
人
に
対
し
て
は
、
毎
年
四
月
一
日
か
ら
翌
年
三
月
三
十
一
日

ま
で
の
間
に
前
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
納
入
し
た
金
額
の
合
計
額
（
当
該
合
計
額
の
う
ち
、

同
条
第
十
項
又
は
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
還
付
し
た
金
額
が
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該

合
計
額
か
ら
当
該
還
付
し
た
金
額
を
控
除
し
て
得
た
額
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
交
付
対
象

額
」
と
い
う
。
）
に
千
分
の
十
（
交
付
対
象
額
の
う
ち
、
五
千
万
円
を
超
え
二
十
億
五
千
万
円

以
下
の
部
分
に
つ
い
て
は
千
分
の
五
、
二
十
億
五
千
万
円
を
超
え
三
十
億
五
千
万
円
以
下
の
部

分
に
つ
い
て
は
千
分
の
四
、
三
十
億
五
千
万
円
を
超
え
四
十
億
五
千
万
円
以
下
の
部
分
に
つ
い

て
は
千
分
の
三
、
四
十
億
五
千
万
円
を
超
え
五
十
億
五
千
万
円
以
下
の
部
分
に
つ
い
て
は
千
分

の
二
、
五
十
億
五
千
万
円
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
千
分
の
一
）
の
率
を
乗
じ
て
得
た
額
に

百
分
の
百
十
を
乗
じ
て
得
た
額
を
、
手
数
料
と
し
て
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
手
数
料
に
つ
い
て
は
、
毎
月
末
日
現
在
に
お
け
る
交
付
対
象
額
に
つ
い
て
同
項
の
規



定
を
適
用
し
て
計
算
し
て
得
た
額
か
ら
既
に
交
付
し
た
手
数
料
の
額
を
控
除
し
て
得
た
額
を
翌

月
十
五
日
ま
で
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 
（
環
境
性
能
割
の
納
税
義
務
の
免
除
の
申
告
又
は
納
付
義
務
の
免
除
の
申
請
） 

第
三
十
五
条
の
四 

条
例
第
五
十
五
条
の
五
第
一
項
又
は
第
五
十
五
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
環
境
性
能
割
に
係
る
徴
収
金
の
納
税
義
務
又
は
納
付
義
務
の
免
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
者

は
、
自
動
車
税
環
境
性
能
割
納
税
義
務
（
納
付
義
務
）
免
除
申
告
（
申
請
）
書
を
埼
玉
県
自
動

車
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
環
境
性
能
割
の
還
付
の
申
請
） 

第
三
十
五
条
の
五 

条
例
第
五
十
五
条
の
五
第
六
項
又
は
第
五
十
五
条
の
六
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
環
境
性
能
割
に
係
る
徴
収
金
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
自
動
車
税
環
境
性
能
割

還
付
申
請
書
を
埼
玉
県
自
動
車
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
自
動
車
税
の
減
免
に
係
る
身
体
障
害
者
等
の
範
囲
） 

第
三
十
五
条
の
六 

条
例
第
五
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
身
体
に
障
害
を
有
し
歩

行
が
困
難
な
者
で
規
則
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

 

一 

身
体
障
害
者
福
祉
法
第
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
身
体
障
害
者
手
帳
の
交
付
を
受
け

て
い
る
者
の
う
ち
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
障
害
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下

欄
に
掲
げ
る
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
厚
生
省
令
第
十
五
号
）
別
表

第
五
号
に
定
め
る
障
害
の
級
別
に
該
当
す
る
障
害
を
有
す
る
も
の 

                

乳
幼
児

期
以
前

の
非
進

行
性
の

脳
病
変

に
よ
る

運
動
機

能
車
以

外 体
幹
不
自
由 

下
肢
不
自
由 

    

上
肢
不
自
由 

音
声
機
能
又
は
言
語

機
能
の
障
害 

平
衡
機
能
障
害 

視
覚
障
害 

視
覚
障
害 

障
害
の
区
分 

移
動
機

能 上
肢
機

能 

 

一
級
か
ら
六
級
ま
で
の
各
級 

  

一
級
又
は
二
級 

  

一
級
か
ら
三
級
ま
で
の
各
級
又
は
五
級 

一
級
か
ら
六
級
ま
で
の
各
級 

一
級
又
は
二
級 

三
級
（
喉
頭
が
摘
出
さ
れ
た
場
合
に
限
る
。
） 

三
級 

二
級
又
は
三
級 

一
級
か
ら
三
級
ま
で
の
各
級
又
は
四
級
の
１ 

障
害
の
級
別 

 



            

二 

戦
傷
病
者
特
別
援
護
法
第
四
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
戦
傷
病
者
手
帳
の
交

付
を
受
け
て
い
る
者
の
う
ち
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
障
害
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ

同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
恩
給
法
（
大
正
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
別
表
第
一
号
表
ノ
二
又

は
第
一
号
表
ノ
三
の
上
欄
に
定
め
る
障
害
の
程
度
に
該
当
す
る
障
害
を
有
す
る
も
の 

                  

２ 

条
例
第
五
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
精
神
に
障
害
を
有
し
歩
行
が
困
難
な
者

肝
臓
機
能
障
害 

小
腸
の
機
能
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸

の
機
能
障
害 

呼
吸
器
機
能
障
害 

腎
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

体
幹
不
自
由 

下
肢
不
自
由 

   

上
肢
不
自
由 

音
声
機
能
又
は
言
語

機
能
の
障
害 

平
衡
機
能
障
害 

聴
覚
障
害 

視
覚
障
害 

障
害
の
区
分 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
六
項
症
ま
で
の
各
項
症
又
は
第
一
款
症

か
ら
第
三
款
症
ま
で
の
各
款
症 

特
別
項
症
か
ら
第
六
項
症
ま
で
の
各
項
症
又
は
第
一
款
症

か
ら
第
三
款
症
ま
で
の
各
款
症 

特
別
項
症
か
ら
第
三
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
二
項
症
ま
で
の
各
項
症
（
喉
頭
が
摘
出

さ
れ
た
場
合
に
限
る
。
） 

特
別
項
症
か
ら
第
四
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
四
項
症
ま
で
の
各
項
症 

特
別
項
症
か
ら
第
四
項
症
ま
で
の
各
項
症 

障
害
の
程
度 

 

肝
臓
機
能
障
害 

ヒ
ト
免
疫
不
全
ウ
イ

ル
ス
に
よ
る
免
疫
機

能
障
害 

小
腸
の
機
能
障
害 

ぼ
う
こ
う
又
は
直
腸

の
機
能
障
害 

呼
吸
器
機
能
障
害 

腎
臓
機
能
障
害 

心
臓
機
能
障
害 

能
障
害 

 

一
級
か
ら
三
級
ま
で
の
各
級 

一
級
か
ら
三
級
ま
で
の
各
級 

一
級
又
は
三
級 

一
級
又
は
三
級 

一
級
又
は
三
級 

一
級
又
は
三
級 

一
級
又
は
三
級 

 

 



で
規
則
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

 

一 

療
育
手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
の
う
ち
、
当
該
手
帳
の
障
害
の
程
度
の
記
載
欄
に
障

害
の
程
度
が
Ⓐ
又
は
Ａ
と
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の 

 

二 
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
令
（
平
成

十
八
年
政
令
第
十
号
）
第
一
条
の
二
第
三
号
に
規
定
す
る
精
神
通
院
医
療
を
受
け
て
い
る
者

の
う
ち
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令

第
百
五
十
五
号
）
第
六
条
第
三
項
に
定
め
る
一
級
の
障
害
を
有
す
る
も
の 

 

（
条
例
第
五
十
五
条
の
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
環
境
性
能
割
の
減
免
の
額
） 

第
三
十
五
条
の
七 

条
例
第
五
十
五
条
の
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
減
免
す
る
環
境
性
能
割
の
額

は
、
次
に
掲
げ
る
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
少
な
い
額
（
そ
の
額
に
百
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き

は
、
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
た
額
）
と
す
る
。 

 

一 

税
額 

 

二 

三
百
万
円
に
条
例
第
五
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
四

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
又
は
同
条
第
三
項
の
税
率
を
乗
じ
て
得
た
額 

２ 

構
造
上
身
体
障
害
者
等
の
利
用
に
供
す
る
た
め
の
も
の
と
認
め
ら
れ
る
自
動
車
又
は
身
体
障

害
者
が
運
転
す
る
た
め
の
構
造
変
更
が
な
さ
れ
た
自
動
車
の
取
得
に
対
す
る
前
項
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
二
号
中
「
三
百
万
円
」
と
あ
る
の
は
、
「
三
百
万
円
に
身
体
障
害
者

等
の
利
用
に
供
す
る
た
め
の
構
造
変
更
又
は
身
体
障
害
者
が
運
転
す
る
た
め
の
構
造
変
更
に
係

る
価
額
を
加
算
し
た
価
額
」
と
す
る
。 

３ 

条
例
第
五
十
五
条
の
七
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
環
境
性
能
割
の
減
免
を
受
け
た
者
が
あ
る
と

き
は
、
当
該
減
免
の
対
象
と
な
つ
た
環
境
性
能
割
に
係
る
自
動
車
の
取
得
の
日
か
ら
一
年
以
内

に
行
つ
た
当
該
身
体
障
害
者
等
の
た
め
の
新
た
な
自
動
車
の
取
得
に
係
る
環
境
性
能
割
は
、
減

免
し
な
い
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
自
動
車
の
取
得
に
対
し
て
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。 

 

一 

道
路
運
送
車
両
法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
永
久
抹
消
登
録
が
さ
れ
た
自
動
車

に
代
わ
る
自
動
車
の
取
得 

 

二 

震
災
、
風
水
害
、
火
災
そ
の
他
の
災
害
を
受
け
、
又
は
盗
難
に
か
か
つ
た
自
動
車
に
代
わ

る
自
動
車
の
取
得 

 

三 

前
二
号
と
の
権
衡
上
減
免
の
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
自
動
車
の
取
得 

 

第
三
十
六
条
の
見
出
し
中
「
自
動
車
税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
、
同
条
中
「
第
四
十
九
条
第

一
項
た
だ
し
書
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
七
第
一
項
た
だ
し
書
」
に
、
「
自
動
車
税
課
税
免
除
承

認
申
請
書
」
を
「
自
動
車
税
（
種
別
割
）
課
税
免
除
承
認
申
請
書
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
十
七
条
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
第
四
十
九
条
第
三
項
」

を
「
第
五
十
五
条
の
十
七
第
二
項
」
に
、
「
自
動
車
税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号



中
「
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
一
第
一
項
」
に
、
「
自
動
車
税
」
を
「
種

別
割
」
に
改
め
、
同
号
ロ
中
「
第
百
五
十
条
第
二
項
」
を
「
第
百
七
十
七
条
の
十
第
二
項
」
に
改

め
、
同
項
第
二
号
中
「
第
百
五
十
条
第
一
項
」
を
「
第
百
七
十
七
条
の
十
第
一
項
」
に
改
め
、
同

号
ロ
中
「
第
百
五
十
条
第
二
項
」
を
「
第
百
七
十
七
条
の
十
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
各

号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
第
四
十
九
条
第
三
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
七
第
二
項
」
に
、
「
自

動
車
税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
及
び
第
二
号
中
「
自
動
車
税
」
を
「
種
別
割
」

に
、
「
第
百
五
十
条
第
二
項
」
を
「
第
百
七
十
七
条
の
十
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第

四
百
五
十
四
条
」
を
「
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
三
」
に
改
め
、
「
軽
自
動
車
税
」
の
下
に
「
の

種
別
割
」
を
加
え
、
「
係
る
自
動
車
税
」
を
「
係
る
種
別
割
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
十
八
条
の
見
出
し
中
「
自
動
車
税
」
を
「
種
別
割
」
に
改
め
、
同
条
中
「
第
五
十
五
条
の

二
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
九
」
に
、
「
自
動
車
税
に
」
を
「
種
別
割
に
」
に
、
「
自
動
車
税
納

税
証
明
印
」
を
「
自
動
車
税
（
種
別
割
）
納
税
証
明
印
」
に
改
め
る
。 

  

第
四
十
四
条
の
表
四
の
二
号
中
「
第
百
二
十
三
条
第
二
項
」
を
「
第
百
六
十
一
条
第
二
項
」
に
、 

 

「
自
動
車
取
得
税
」
を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
」
に
改
め
、
同
表
八
の
五
号
及
び
九
の
二
の
三 

 

号
中
「
自
動
車
税
」
の
下
に
「
（
種
別
割
）
」
を
加
え
、
同
表
十
一
の
二
号
中
「
自
動
車
取
得
税
・ 

 

自
動
車
税
」
を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
・
自
動
車
税
（
種
別
割
）
」
に
改
め
、
同
表
二
十
七
号
、 

 

二
十
七
の
三
号
か
ら
二
十
七
の
七
号
ま
で
の
規
定
、
二
十
七
の
九
号
、
二
十
八
の
五
号
及
び
二
十 

 

八
の
六
号
中
「
地
方
法
人
特
別
税
」
を
「
特
別
法
人
事
業
税
又
は
地
方
法
人
特
別
税
」
に
改
め
、 

 

同
表
五
十
八
号
及
び
五
十
九
号
中
「
自
動
車
税
」
の
下
に
「
（
種
別
割
）
」
を
加
え
、
同
表
五
十 

 

九
の
二
号
中
「
第
二
十
三
条
第
二
項
」
を
「
第
三
十
五
条
の
二
第
二
項
」
に
改
め
、
同
表
五
十
九 

 

の
四
号
及
び
五
十
九
の
五
号
中
「
第
二
十
三
条
第
三
項
」
を
「
第
三
十
五
条
の
二
第
三
項
」
に
改 

 

め
、
同
表
五
十
九
の
六
号
中
「
第
二
十
三
条
第
五
項
」
を
「
第
三
十
五
条
の
二
第
五
項
」
に
改
め
、 

 

同
表
五
十
九
の
七
号
中
「
第
四
十
三
条
第
一
項
及
び
第
五
十
一
条
の
二
第
四
項
」
を
「
第
五
十
五 

 

条
の
二
第
一
項
及
び
第
五
十
五
条
の
十
一
第
四
項
」
に
改
め
、
同
表
五
十
九
の
八
号
及
び
五
十
九 

 

の
九
号
中
「
第
二
十
三
条
第
七
項
」
を
「
第
三
十
五
条
の
二
第
七
項
」
に
改
め
、
同
表
五
十
九
の 

 

十
号
中
「
第
二
十
三
条
第
十
項
」
を
「
第
三
十
五
条
の
二
第
十
項
」
に
改
め
、
同
表
五
十
九
の
十 

 

 



一
号
中
「
第
二
十
三
条
第
十
一
項
」
を
「
第
三
十
五
条
の
二
第
十
一
項
」
に
改
め
、
同
表
六
十
の 

 
二
号
及
び
六
十
の
三
号
中
「
第
五
十
三
条
」
を
「
第
五
十
五
条
の
十
五
」
に
改
め
、
同
表
六
十
一 

 

号
及
び
六
十
一
の
二
号
中
「
自
動
車
税
」
下
に
「
（
種
別
割
）
」
を
加
え
、
「
第
五
十
五
条
の
二
」 

 

を
「
第
五
十
五
条
の
十
九
」
に
改
め
、
同
表
六
十
一
の
三
号
中
「
自
動
車
取
得
税
及
び
」
を
削
り
、 

 

「
第
四
十
三
条
第
三
項
及
び
第
五
十
一
条
の
二
第
五
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
二
第
三
項
及
び
第 

 

五
十
五
条
の
十
一
第
五
項
」
に
改
め
、
同
表
六
十
四
の
三
号
中
「
自
動
車
取
得
税
」
を
「
自
動
車 

 

税
環
境
性
能
割
」
に
、
「
第
百
二
十
三
条
第
二
項
」
を
「
第
百
六
十
一
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同 

 

表
六
十
四
の
四
号
中
「
自
動
車
取
得
税
」
を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
」
に
、
「
第
百
二
十
九
条 

 

第
四
項
、
第
百
三
十
二
条
第
六
項
及
び
第
百
三
十
三
条
第
五
項
」
を
「
第
百
六
十
八
条
第
四
項
、 

 

第
百
七
十
一
条
第
六
項
及
び
第
百
七
十
二
条
第
五
項
」
に
改
め
、
同
表
六
十
四
の
六
号
中
「
自
動 

 

車
取
得
税
」
を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
」
に
、
「
第
二
十
五
条
又
は
第
二
十
六
条
」
を
「
第
三 

 

十
五
条
の
四
又
は
第
三
十
五
条
の
五
」
に
改
め
、
同
表
六
十
四
の
六
の
二
号
中
「
自
動
車
取
得
税
」 

 

を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
」
に
改
め
、
同
表
六
十
四
の
七
号
及
び
六
十
四
の
八
号
中
「
自
動
車 

 

取
得
税
」
を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
」
に
、
「
第
四
十
五
条
第
二
項
」
を
「
第
五
十
五
条
の
五

第
二
項
」
に
改
め
る
。 

 

附
則
第
十
七
項
を
附
則
第
十
八
項
と
し
、
附
則
第
十
六
項
中
「
附
則
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
」

を
「
附
則
第
二
十
三
条
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
「
、
自
動
車
税
」
の
下
に
「
の
種
別
割
」
を
加

え
、
「
自
動
車
税
納
税
義
務
免
除
申
告
書
兼
還
付
申
請
書
」
を
「
自
動
車
税
（
種
別
割
）
納
税
義

務
免
除
申
告
書
兼
還
付
申
請
書
」
に
改
め
、
同
項
を
附
則
第
十
七
項
と
し
、
附
則
第
十
五
項
中
「
自

動
車
税
」
の
下
に
「
の
種
別
割
」
を
加
え
、
同
項
を
附
則
第
十
六
項
と
し
、
附
則
第
十
四
項
中
「
附

則
第
十
八
条
の
五
第
一
項
」
を
「
附
則
第
二
十
二
条
の
六
第
一
項
」
に
、
「
、
自
動
車
取
得
税
」

を
「
、
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
」
に
、
「
自
動
車
取
得
税
納
税
義
務
免
除
申
告
書
兼
還
付
申
請

書
」
を
「
自
動
車
税
環
境
性
能
割
納
税
義
務
免
除
申
告
書
兼
還
付
申
請
書
」
に
改
め
、
同
項
を
附

則
第
十
五
項
と
し
、
附
則
第
十
三
項
中
「
附
則
第
十
八
条
の
二
第
一
項
」
を
「
附
則
第
二
十
二
条

の
四
第
一
項
又
は
第
二
項
」
に
、
「
自
動
車
取
得
税
」
を
「
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
」
に
、
「
第

二
十
九
条
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
三
十
五
条
の
七
第
一
項
第
二
号
」
に
、
「
第
三
十
八
条
」
を

「
第
五
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る

 

 

 



場
合
を
含
む
。
）
又
は
同
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
附
則
第
十
四
項
と
し
、
附
則
第
十
二
項

の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

13 
条
例
附
則
第
三
条
の
二
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
規
則
で
定
め
る
事
務
は
、
法
附
則
第
二
十
九

条
の
十
第
二
項
に
規
定
す
る
協
議
に
関
す
る
事
務
と
す
る
。 

 

別
記
様
式
第
四
号
（
四
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度  埼玉県  自動車税（種別割）納税通知書兼領収証書 
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  埼玉県      年度 

公  
通常払込料金

加入者負担 
 

埼玉県 

納付書 
公  

通常払込料金

加入者負担 

     領収済通知書   自動車税（種別割） （払込金受領証） 自動車税（種別割）（原符） 
 

登録番号（車のナンバー） 

 

課税年度 課税相当年度 調定事由 

加入 

者名 
 

口座 

番号 
 

合計

金額 
円 

加入者名  
    

口座番号  

収納機関 

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認

番号 
 

納付

区分 
 

納付 

番号 
 

  

 納   期   限 

税目コード  登録番号  課税相当年度  
調定

事由 
 登 録 番 号        年   月   日 

県税コード  県税事務所 自動車税 年度  納期限 年 月 日 課税相当年度  
調定

事由 
 

様   

 

税 額（税 率） 

           ▼     ▼    ▼    ▼   ▼   ▼    ▼ 税   額 円 円 

34  延 滞 金 円 
延   滞   金 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

円 

 

合 計 金 額      円 
合      計 

納 期 限 年  月  日 

 右のとおり納めてください。 

円 

税 額 円 延 滞 金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日 
年  月  日        年  月  日 

 延滞金は納付指定日現在の計

算です。 

納税者   

納

税

者 

 

  埼玉県自動車税事務所長 □印  上記のとおり領収しました。 

 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

年度  
領 

収 

日 

付 
印 

 

コ

ン

ビ

ニ

収

納 

 

税目  

 納付場所等については裏面を御覧ください。 

 郵便局窓口では、本片に領収印は押印されず、

左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 
 

 

県税  

 

  

  

 
 

 
    （納税者保管） 

（コンビニエンスストア本部控／県税保管） （郵便局→納税者）（コンビニエンスストア店舗控／金融機関保管）  

備考 裏面には、納付場所、賦課の根拠となつた法律及び条例の規定、納期限までに税金を納付しなかつた場合においてとられるべき措置、賦課に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告とすべき者及び出訴期間等を記載し、交付する

こと。 

 

別記様式第四号（四）（自動車税（種別割）） 



 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
四
号
（
四
の
二
）
中
「 

 
 

 
 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

」
を
加
え
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
四
号
（
四
の
三
）
中 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 

を 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
、
同
様
式
の
附
表
中 

 
 

 
 

 

の
次
に 

 
 

 
 

 
 

を
加

え
る
。 

  

別
記
様
式
第
四
号
の
二
中
「 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 

を 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
二
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
二
の
三
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「 

    

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
三
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
四
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
四
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

      
 

（
自

動
車

税
 

（
種

別
割

）
 

 

「
第

１
４

５
条

」
 

動
車

税
 

自
動

車
税

 
自

動
車

税
（

種
別

割
）
 

「
第

１
４

６
条

」
 

「
自

動
車

税
」

 
「

（
種

別
割

）
」

 

（
自

動
車

取
得

税
 

（
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 
自

 

動
車
取
得
税
 

自
動

車
税

 

環
境

性
能

割
 

 
8
 

 
 
1
9
 

 
8
 

 
 
3
6
 

地
方

法
人

特
別

税
、

自
動

車
税

 
特

別
法

人
事

業
税

 

又
は

地
方

法
人

特
別

税
、

自
動

車
税

（
種

別
割

）
 

地
方

法
人

特
別

税
、

自
動

車
税

 
特

別
法

人
事

 

業
税

又
は

地
方

法
人

特
別

税
、
自

動
車

税
（

種
別

割
）
」
 

に
改
め
、 

コ
ン

ビ
ニ

エ
ン

ス
ス

ト
ア

 

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

・
郵

便
局

 

で
の

納
付

は
納

付
指

定
日

ま
で

に
限

り
ま

す
。

 

の
窓

口
で

の
納

付
は

納
期

限
ま

で
に

限
り

ま
す

。
」

 

を
削
る
。 

地
方

法
人

特
別

税
、

自
動

車
税

 
特

別
法

人
事

業
税

 

又
は

地
方

法
人

特
別

税
、

自
動

車
税

（
種

別
割

）
 

地
方

法
人

特
別

税
）

 
特

別
法

人
事

業
税

又
は

地
方

 

法
人

特
別

税
）

」
 

「
法

人
県

民
税

・
事

業
税

 

 
地

方
法

人
特

別
税
」

 

「
法

人
県

民
税

・
事

業
税

 

 
特

別
法

人
事

業
税

又
は

 

 
地

方
法

人
特

別
税
」

 
 

 

自
動

車
税

（
種

別
割

）
 

「
 

」
 
「

 

」
 

」
 

「
 

「
 

」
 

「
 

」
 

自
 

 

 

」
 

「
 

「
 

」
 

」
 

「

 



   
 

別記様式第四号の五（四の二）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税） 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県 法人県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税  領収証書 
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 埼玉県 法人県民税・事業税 

特別法人事業税又は地方法人特別税  
公  

通常払込料金

加 入 者 負担 
 

埼玉県 

納付書 
公 

法人県民税 

・事業税 

通常払込料金 

加 入 者 負 担 

   領収済通知書 （払込金受領証）特別法人事業税又は地方法人特別税（原符） 

加入

者名 
 

口座

番号 
 

合計

金額 
円 

加入者名  

 

 領収金内訳  

口座番号  

 

法 

人 

県 

民 

税 

税 額 円 
収納機関 

番  号 
 

納付

番号 
 

確認

番号 
 

納付

区分 
 

納付 

番号 
 

延 滞 金 円 

税目コード  納 税 番 号  事業年度始期  
調定

事由 
 納 税 番 号        

                                  様 
計 円 

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年 月 日 事業年度始期  
調定

事由 
 

 

又
は
地
方
法
人
特
別
税 

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税 

税 額 円 

             ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼ 
税    額 円 延 滞 金 円 

延  滞  金 円 
年    度 年度 納 税 番 号  

加 

算 

金 

過少申告

加 算 金 
円 

34  
切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

過少・不申告 

加  算  金 
円 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

事業年度始期  調 定 事 由  
不 申 告 

加 算 金 
円 

 

重 加 算 金       円 

合 計 金 額       円 納  期  限 年  月  日 

 

 
重加算金 円 

計 円 

納  期  限 年  月  日 
指 定 納 期限       年  月  日  合   計 円 

県民税 税   額 円 延 滞 金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日 
年  月  日 

延滞金特例期間 

の  末  日 
年  月  日  

 延滞金は納付指定日現在の計算です。 

 

 上記のとおり領収しました。 事業税

特別税 

税   額 円 延 滞 金 円 
納税者 

納 付 指 定日       年  月  日  
過少申告・ 

不申告加算金 
円 重加算金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

年度  領 

収 

日 

付 

印 

 

 

納

税

者 

 
 納付場所等については裏面を御覧ください。 

 郵便局窓口では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 

 

税目  

 
 

県税  

   埼玉県     県税事務所             （納税者保管） 

（県税事務所保管） （郵便局→納税者）     （金融機関保管）  

備考 １ 裏面には納付の場所を記載し、交付すること。 

   ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年７．３％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 



 
 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
五
）
中
「 

 
 

 
 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

 

を
加
え
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
五
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

        
 

（
自

動
車

税
 

（
種

別
割

）
」

 

動
車

税
 

自
動

車
税

 

（
種

別
割

）
 

自
動

車
税
 

自
動

車
税

 
（

種
別

割
）

 

「

 

自
 

 

 

」

 「

 
」

 

「

 

」

 「

 
」

 



  
 

別記様式第四号の五（五の二）（自動車税（種別割）。手書き用） 

 （３枚目）                （２枚目）                （１枚目） 
     

○公 領 収 済 通 知 書 県税 自動車税（種別割）   ○公 納 付 書 県税 自動車税（種別割）   ○公 領 収 証 書 県税 自動車税（種別割）  

     

 
口座
番号 

 
加入
者名 

埼玉県自動車税事務所長    
口座
番号 

 
加入
者名 

埼玉県自動車税事務所長    
口座
番号 

 
加入
者名 

埼玉県自動車税事務所長  

 住所（所在地）及び氏名（名称） 

 

 住所（所在地）及び氏名（名称） 

 

 住所（所在地）及び氏名（名称） 

 

様  
登録番号の記号 

 

Ｍ＝大宮 Ｋ＝熊谷 
Ｒ＝所沢 Ｂ＝春日部 
Ｗ＝川越 Ｃ＝川口 
Ｙ＝越谷 Ｓ＝埼 
 

       登録番号の記号 

 

Ｍ＝大宮 Ｋ＝熊谷 
Ｒ＝所沢 Ｂ＝春日部 
Ｗ＝川越 Ｃ＝川口 
Ｙ＝越谷 Ｓ＝埼 

       登録番号の記号 

 

Ｍ＝大宮 Ｋ＝熊谷 
Ｒ＝所沢 Ｂ＝春日部 
Ｗ＝川越 Ｃ＝川口 
Ｙ＝越谷 Ｓ＝埼 

     
 税 目 登録番号 

課 税 

年 度 

課税相

当年度 

調 定 

事 由 
  税 目 登録番号 

課 税 

年 度 

課税相

当年度 

調 定 

事 由 
  税 目 登録番号 

課 税 

年 度 

課税相

当年度 

調 定 

事 由 

11       11       11      

 納 期 限 
税 額 

円    納 期 限 
税 額 

円    納 期 限 
税 額 

円  

 ・  ・     ・  ・     ・  ・   

 延滞金特例期間の末日 
延 滞 金 

    延滞金特例期間の末日 
延 滞 金 

    延滞金特例期間の末日 
延 滞 金 

  

 ・  ・     ・  ・     ・  ・   

 税 率 
合 計 

    税 率 
合 計 

    税 率 
合 計 

  

              

 
 

  
納付期日 ・  ・ 

   
 

       
 

     

                  

 上記のとおり領収済につき通知します。 

金融機関        
 
 上記のとおり納付します。 

 
 上記のとおり領収しました。 

 県税コード  （宛先） 

 埼玉県自動車税事務所出納員 

  県税コード 
 埼玉県自動車税事務所所管 

  県税コード 
 埼玉県自動車税事務所 

 30   30   30 

 取りまとめ店  領

収

日

付

印 

 
（
県
税
保
管
） 

    領

収

日

付

印 
 （

金
融
機
関
保
管
） 

  領

収

日

付

印 

 （
納
税
者
保
管
） 

            

          

     

 



 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
五
の
三
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

  
 

 

別
記
様
式
第
四
号
の
六
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

    
 

自
動

車
取

得
税

、
自

動
車

税
」
 

自
動

車
税

環
境

 

性
能

割
・
自

動
車

税
（

種
別

割
）
 

」
に
改
め
、 「

コ
ン

ビ
ニ

エ
ン

ス
ス

ト
ア

で
の

納
付

は
納

付
指

定
 

 
ゆ

う
ち

ょ
銀

行
・

郵
便

局
の

窓
口

で
の

納
付

は
納

 

日
ま

で
に

限
り

ま
す

。
 

期
限

ま
で

に
限

り
ま

す
。

」
 

を
削
る
。 



 
 

別記様式第四号の六 

（１枚目） 

  
 県 税 関 係 

納    付  （入）  書 

税 目 税目コード  
納付(入)受託分 法 人 県 民 税 02 

 個 人 事 業 税 04 
法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税 05  

 住所（所在地）及び氏名（名称） 不動産取得税 07  
軽 油 引 取 税 22  

   

様   
受託証書番号      
証券記号番号     
整 理 簿 番 号     

  年 度 
県 税
コード 

税 目
コード 

期（月）別又は 
事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納 税 番 号 税 額 延滞金 
過少・ 
不申告 
加算金 

重加算金 合 計 
納 期 限 

摘     要  

 特例期間の末日  

         05  06  
過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
  Ａ

金
融
機
関
保
管 

 県税コード  支 払 期 日  領 収 金 額 合 計  領
収
日
付
印 

 
   埼玉県    事務所所管 

    年  月  日 
  億 千 百 十 万 千 百 十 円  

 （注）指定金融機関は、受託証券を現金化し、納付（入）の手続をと
つたときは、各片を直ちに当県税事務所に送付してください。 

 
  上記のとおり納付（入）します。 

 



 
 

（２枚目） 

  
 県 税 関 係 

 

データ
区 分 

１  
  13 

領  収  済  通  知  書 

税 目 税目コード  
納付(入)受託分 法 人 県 民 税 02 

  個 人 事 業 税 04 
法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税 05  

 住所（所在地）及び氏名（名称） 不動産取得税 07  
軽 油 引 取 税 22  

   

様   
受託証書番号      
証券記号番号     
整 理 簿 番 号     

  年 度 
県 税
コード 

税 目
コード 

期（月）別又は 
事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納 税 番 号 税 額 延滞金 
過少・ 
不申告 
加算金 

重加算金 合 計 納 期 限 
摘     要 

 

 特例期間の末日  
 

30 33 35 37 44 46 55 57 69 71 83 85 97 99 111 113  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

07 
・ 
08 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
  Ｂ

県
税
保
管 

 県税コード  （宛先） 納 付 (入) 期 日  領 収 金 額 合 計  領
収
日
付
印 

 
   埼玉県    事務所出納員 

埼玉県指定金融機関  

 
12 

 

 197 
  ・  ・ 

 4 

  億 千 百 十 万 千 百 十 円  

  
   上記のとおり通知します。 

 



（３枚目） 

  
 県 税 関 係 

領   収   証   書 

税 目 税目コード  
納付(入)受託分 法 人 県 民 税 02 

 個 人 事 業 税 04 
法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税 05  

 住所（所在地）及び氏名（名称） 不動産取得税 07  
軽 油 引 取 税 22  

   

様   
受託証書番号      
証券記号番号     
整 理 簿 番 号     

  年 度 
県 税
コード 

税 目
コード 

期（月）別又は 
事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納 税 番 号 税 額 延滞金 
過少・ 
不申告 
加算金 

重加算金 合 計 
納 期 限 

摘     要  

 特例期間の末日  

         05  06  
過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
  Ｃ

納
税
者
保
管 

 県税コード  支 払 期 日  領 収 金 額 合 計  領
収
日
付
印 

 
   埼玉県        事務所 

    年  月  日 
  億 千 百 十 万 千 百 十 円  

   
  上記のとおり領収しました。 

 

 
 



 
 

（４枚目） 

  
 県 税 関 係 

領  収  済  連  絡  書 

担当部長 担当課長 検査担当者 

 

税 目 税目コード  
納付(入)受託分    法 人 県 民 税 02 

 個 人 事 業 税 04 
法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税 05  

 住所（所在地）及び氏名（名称） 不動産取得税 07  
軽 油 引 取 税 22  

   
                        様 受託証書番号      

証券記号番号     
整 理 簿 番 号     

  年 度 
県 税
コード 

税 目
コード 

期（月）別又は 
事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納 税 番 号 税 額 延滞金 
過少・ 
不申告 
加算金 

重加算金 合 計 
納 期 限 

摘     要  

 特例期間の末日  

         05  06  
過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
         05  06  

過 
・ 
不 

 09  11  
・    ・   

 ・    ・  
  

Ｄ
県
税
保
管 

 県税コード  支 払 期 日  領 収 金 額 合 計  領
収
日
付
印 

 
   （宛先） 

 埼玉県    事務所出納員 
    年  月  日 

  億 千 百 十 万 千 百 十 円  

          取扱者 
          （         ） 

 
  上記のとおり通知します。    埼玉県指定金融機関 

 
 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
別
記
様
式
第
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                              
 

別
記
様
式
第
四
号
の
八
中
「 

 
 

」
を 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

「
あ

て
先

」
 

自
動

車
税

 

（
種

別
割
）

分
 

自
動

車
税

分
 

「
宛

先
」
 

「
 

」
 

に
、 

を 



別記様式第五号 
 （１枚目） 

№    現   金   領   収   証   原   符 
 

県税関係 

納 人 
住 所  納 税 義 務 者 

(
第三者、第二次納税
義務者等による納付
（入）の場合 ) 

住 所  

氏 名  氏 名  

税 目 年 度 
県 税

コード 

税 目

コード 

期（月）別又は 

事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納税番号 税 額 延 滞 金 
過 少 ・ 
不 申 告 
加 算 金 

重加算金 合 計 
納 期 限 

摘 要 特例期間
の末日 

02 法人県民税  

   

 

   
05 

円 

06 

円 過
・
不 

円 

09 

円 

11 

円 ・ ・  

・ ・ 

04 個人事業税  

   

 

   
05 

 

06 

 過
・
不 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

   
法 人 事 業 税 ・
特別法人事業税又は
地方法人特別税  

   

 

   
05 

 

06 

 過
・
不 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

07 不 動 産
取 得 税  

   

 

   
05 

 

06 

 過
・
不 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

22 軽油引取税  

   

 

   
05 

 

06 

 過
・
不 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

11 
自動車税
(種別割)

  

   

 

   
05 

 

06 

 過
・
不 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

          年  月  日 

  右の金額を領収しました。 

   埼玉県     事務所分任出納員   氏 名 

  支払金融
機 関 名 

 領 収 金 額 合 計 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 
小 切 手 
番 号 

 
 
 

  

 

05 



 
 

 （２枚目） 

№    現     金     領     収     証 
 

県税関係 

納 人 
住 所  納 税 義 務 者 

(
第三者、第二次納税
義務者等による納付
（入）の場合 ) 

住 所  

氏 名  氏 名  

税 目 年 度 
県 税

コード 

税 目

コード 

期（月）別又は 

事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納税番号 税 額 延 滞 金 
過 少 ・ 
不 申 告 
加 算 金 

重加算金 合 計 
納 期 限 

摘 要 特例期間
の末日 

02 法人県民税 
      円 円 過

・
不 

円 円 円 ・ ・  

・ ・ 

04 個人事業税 
        過

・
不 

   ・ ・  

・ ・ 

   
法 人 事 業 税 ・
特別法人事業税又は
地方法人特別税 

        過
・
不 

   ・ ・  

・ ・ 

07 不 動 産
取 得 税 

        過
・
不 

   ・ ・  

・ ・ 

22 軽油引取税 
        過

・
不 

   ・ ・  

・ ・ 

11 
自動車税
(種別割)

 
        過

・
不 

   ・ ・  

・ ・ 

          年  月  日 

  右の金額を領収しました。 

   埼玉県     事務所分任出納員    氏 名        □印  

  支払金融
機 関 名 

 領 収 金 額 合 計 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 
小 切 手 
番 号 

 
 
 

  

 

05 



 
 

 （３枚目） 

№    現   金   領   収   済   報   告   書 
 

県税関係 

データ
区 分 

納

人 

住 所  納 税 義 務 者 

(
第三者、第二次納税
義務者等による納付
（入）の場合 ) 

住 所  

１ 13  氏 名  氏 名  

税 目 年 度 
県 税

コード 

税 目

コード 

期（月）別又は 

事業年度の始期 

調 定
事 由
コード 

納税番号 税 額 延 滞 金 
過 少 ・ 
不 申 告 
加 算 金 

重加算金 合 計 
納 期 限 

摘 要 特例期間
の末日 30 33 35 37  44 46 55 57 69 71 83 85 97 99 111 113 

02 法人県民税 

        
05 

 
06 

 07 
・ 
08 

 
09 

 
11 

 ・ ・  

・ ・ 

04 個人事業税 

        
05 

 

06 

 07 
・ 
08 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

  
法 人 事 業 税 ・
特別法人事業税又は
地方法人特別税 

        
05 

 
06 

 07 
・ 
08 

 
09 

 
11 

 ・ ・  

・ ・ 

07 不 動 産
取 得 税 

        
05 

 
06 

 07 
・ 
08 

 
09 

 
11 

 ・ ・  

・ ・ 

22 軽油引取税 

        
05 

 

06 

 07 
・ 
08 

 

09 

 

11 

 ・ ・  

・ ・ 

11 
自動車税
(種別割)

 

        
05 

 
06 

 07 
・ 
08 

 
09 

 
11 

 ・ ・  

・ ・ 

    
支払金融
機 関 名   領 収 

年 月 日 12 
197 
４    ・     ・ 

領 収 金 額 合 計 
 

 億 千 百 十 万 千 百 十 円 
小 切 手 
番 号    右の金額を領収したので報告します。 

   埼玉県     事務所分任出納員    氏 名 
   埼玉県     事務所長       様 

 

  

 

05 



 

別
記
様
式
第
八
号
の
五
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
、
「 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
、 

 
 

 
 

 
 

を
「 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 

「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 
 

 
 

 
 

 

」 

 

別
記
様
式
第
九
号
の
二
の
三
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改 

め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
号
（
一
）
中
「 

 
 

 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

」
を
加
え
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
号
（
二
）
中
「 

 
 

 
 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

」
を
加
え
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「 
 

 
 

 
 

「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
十
号
（
五
）
の
附
表
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
（
一
）
の
注
意
１
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
（
二
）
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
、 

「 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「 
 

 
 

 
 

 
 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
、
同
様
式
の
注
意
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
、
同
様
式
の
附
表
中
「 

 
 

 
 

 
 

」
を 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
三
中
「 

 
 

 
 

 
 

」
を
削
り
、
同
表
の
備
考
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
六
の
注
意
１
及
び
別
記
様
式
第
十
一
号
の
七
の
備
考
１
中
「 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

自
動

車
税

納
付

 
自

動
車

税
（

種
別

割
）

納
付

 
下

 

記
自

動
車

税
」
 

を 

「
下

記
自

動
車

税
（

種
別

割
）

」
 

に
、 

「
自

動
車

税
の

」
 

自
動

車
税
（

種
 

別
割

）
の

」
 

自
動

車
税

 
自

動
車

税
 

（
種

別
割

）
 

に
改
め
る
。 

自
動

車
税

減
額

 

 

自
動

車
税

（
種

別
割

）
減

額
 

 

自
動

車
税

 

 

（
種

別
割

）
 

 
（

自
動

車
税

 

 

（
種

別
割

）
 

 

「
自

動
車

 

 
税

減
額

」
 

 

を 

 

「
自

動
車

税
（

種
別

割
）

減
額

」
 

 

に
、 

 

自
動

車
税

 

を 

 

自
動

車
税

 

（
種

別
割

）
 

に
改
め
る
。 

 

「
自

動
車

税
減

額
」
 

 

「
自

動
車

税
（

種
別

割
）

減
額

」
 

 

動
車

税
 

を 

 

自
動

車
税

 

（
種

別
割

）
 

に
改
め
る
。 

 
自

動
車

取
得

税
・

自
動

車
税

 

 

自
動

車
税

環
境

性
 

能
割

・
自

動
車

税
（

種
別

割
）
 

自
動

車
取

得
税

及
び

自
動

車
税

 

 

自
動

車
税

 

環
境

性
能

割
及

び
自

動
車

税
（

種
別

割
）

 

自
動

車
税

減
額

 

 

自
動

車
税

（
種

別
割

）
減

額
 

 
自

動
車

税
の

 

 

自
動

車
税

（
種

別
割

）
の

 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
二
中 

 

自
動

車
取

得
税
 

自
動

車
税
 

を 

 

自
動

車
税

 

 

環
境

性
能

割
 

（
種

別
割

）
 

に
、 

 

第
４

 

第
４

 

５
条

の
３

第
２

項
 

９
条

第
３

項
 

 
」

 

「
第

５
５

条
の

７
第

２
項

 

 
第

５
５

条
の

１
７

第
２

項
」
 

自
動

車
取

得
税
 

自
動

車
税
 

自
動

車
税
 

環
境

性
能

割
 

自
動

車
税

 

（
種

別
割

）
 

「
自

動
車

取
得

税
又

は
自

動
車

税
」

 

 

動
車

税
環

境
性

能
割

又
は

自
動

車
税

（
種

別
割

）
 

 

自
動

車
取

得
 

 
税

・
自

動
車

税
 

 

「
自

動
車

税
環

境
性

能
割

・
自

動
車

税
（

種
別

割
）

」
 

 

税
及

び
自

動
車

税
 

 

自
動

車
税

環
境

性
能

割
及

び
自

動
車

税
（

種
別

割
）

 

 

 
 

 
税

に
係

る
 

「
自

 

自
動

車
取

得
 

 

別
記
様
式
第
十
号
（
三
）
中 

を 

に
、 

 

自
 

「 

 

 

」 

 

「 

 

」 

 

  

 

自
動

車
取

 

 
得

税
及

び
自

動
車

税
 

 

自
動

車
税

環
境

性
能

割
及

び
自

動
車

税
（

種
別

割
）

 

 

」 

 

を 

 



 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
一
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 
別
記
様
式
第
十
四
号
（
一
の
二
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」 

 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
二
）
及
び
別
記
様
式
第
十
四
号
（
二
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

   
 

地
方

法
人

特
別

税
、
自

動
車

税
 

特
別

法
人

事
業

税
又

 

は
地

方
法

人
特

別
税

、
自

動
車

税
（

種
別

割
）

 

地
方

法
人

特
別

税
、
自

動
車

税
 

特
別

法
人

事
業

 

税
又

は
地

方
法

人
特

別
税

、
自

動
車

税
（

種
別

割
）

」
 

に
改
め
、 

コ
ン

ビ
ニ

エ
ン

ス
ス

ト
ア

で
 

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

・
郵

便
局

の
 

の
納

付
は

納
付

指
定

日
ま

で
に

限
り

ま
す

。
 

窓
口

で
は

納
め

る
こ

と
は

で
き

ま
せ

ん
。

 

を
削
る
。 



 
 

別記様式第十四号（二）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税） 
 
都道府県コード ○法  督 促 状 兼 領 収 証 書 

下記のとおり滞納となつておりますので至急納め

てください。 

        年  月  日 

埼玉県  県税事務所長 □印   

様    

110001 

埼 玉 県 

 

年度 県税 税目 事業年度の始期 調定 納 税 番 号  

       

事    業    年    度 納 付 区 分  

   ・   ・   か
ら   ・   ・   ま

で
   

申 告 基 準 日            

法
人
県
民
税 

税 額 01 
円 

 

・    ・ 

延 滞 金 03   納 期 限            

・    ・ 
計 04  

 

指 定 納 期 限             

・    ・ 
法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
又
は
地
方
法
人
特
別
税 

税 額 05 
 

 
延滞金特例期間の末日 

延 滞 金 06   ・    ・ 

 過少申告
加 算 金 

07 
 

 

・   ・   か
ら 

・   ・   ま
で
 

不 申 告
加 算 金 

08   

重加算金 09    

法  人  県  民  税（円） 計 10   

合   計 11  法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税（円）  

 領

収

日

付

印 

 

Ａ 

納
税
者
保
管 

 課 税 事 務 所 県税 

上記のとおり領収しました。 

○この督促状と行き違いに納税された場合は、
あしからず御了承ください。 

  
 
  備考１ 裏面には、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されない場合の措置並びにこの通知に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期間等を記載し、交付す

ること。 
    ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年７．３％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

 
都道府県コード 法 人

特別法人事

地 方 法 人

県 民 税
事 業 税
業税又は

 

特 別 税

 納 付 書 

 

110001 

埼 玉 県 

 

年度 県税 税目 事業年度の始期 調定 納 税 番 号  

       

事    業    年    度 納 付 区 分  

   ・   ・   か
ら   ・   ・   ま

で   

申 告 基 準 日            

法
人
県
民
税 

税 額 01 
円 

 

・    ・ 

延 滞 金 03   納 期 限            

・    ・ 
計 04  

 

指 定 納 期 限             

・    ・ 
法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
又
は
地
方
法
人
特
別
税 

税 額 05 
 

 
延滞金特例期間の末日 

延 滞 金 06   ・    ・ 

 過少申告
加 算 金 

07 
 

 

・   ・   か
ら 

・   ・   ま
で
 

不 申 告
加 算 金 

08   

重加算金 09    

法  人  県  民  税（円） 計 10   

合   計 11  法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税（円）  

 領

収

日

付

印 

 

Ｃ 

金
融
機
関
保
管 

 課 税 事 務 所 県税 

 

 

 

 

上記のとおり納付します。  

 

 
都道府県コード 法 人

特別法人事

地 方 法 人

県 民 税
事 業 税
業税又は

 

特 別 税

 領 収 済 通 知 書 

 

110001 

埼 玉 県 

30    33  35  37         44  46 

年度 県税 税目 事業年度の始期 調定 納 税 番 号  

       

事    業    年    度 納 付 区 分  

   ・   ・   か
ら   ・   ・   ま

で   

申 告 基 準 日            

法
人
県
民
税 

税 額 01 
57      円 

 

・    ・ 

延 滞 金 03   納 期 限            

・    ・ 
計 04   

指 定 納 期 限            

・    ・ 
法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
又
は
地
方
法
人
特
別
税 

税 額 05 
 

 

延滞金特例期間の末日 

延 滞 金 06   ・    ・ 

 過少申告
加 算 金 

07 
 

 

・   ・   か
ら 

・   ・   ま
で 

不 申 告
加 算 金 

08   

重加算金 09    

法  人  県  民  税（円） 計 10   

合   計 11  法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税（円）  

 領

収

日

付

印 

 

Ｂ 

県
税
保
管 

 課 税 事 務 所 県税 

納 付 期 日 ・  ・ 

指 定 金 融 機 関 
（取りまとめ店） 

 

上記のとおり通知します。  

 

納 付 書 領 収 済 通 知 書 



 
 

別記様式第十四号（二の二）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税） 
      

埼玉県 法人県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税 督促状兼領収証書 

領収金内訳           

  
埼玉県 法人県民税・事業税 

特別法人事業税又は地方法人特別税 
公      

埼玉県 
納付書 

公 
法人県民税 
・事業税 

  

   領収済通知書   特別法人事業税又は地方法人特別税（原符）  
 加入 

者名 
 

口座 
番号 

 
合計 
金額 

円 
  加入者名   

   口座番号    
法
人
県
民
税 

税 額 円 
 

 収納機関 
番  号 

 
納付
番号 

 
確認 
番号 

 
納付 
区分 

 
  納付 

番号 
 

   

     
延 滞 金 円 

 
 税目 

コード 
 

納税
番号 

 
事業年度
始期 

 
調定 
事由 

 
  

納税番号  
   

    様          
計 円 

 
 県税 

コード 
 

県税 
事務所 

 年度  納期限 年 月 日 
  事業年度

始期 
 

調定
事由 

 
   

     

又
は
地
方
法
人
特
別
税 

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税 

税 額 円  
 ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼  

 
  

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

税  額 円   
 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

年   度 年度 納税番号  
 延 滞 金 円  

  延 滞 金 円   

加
算
金 

過少申告
加 算 金 

円 
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 過少・不申
告 加 算 金 

円 
 

事業年度始期  調定事由  
  

    不 申 告 
加 算 金 

円 
 

   重加算金 円  
納 期 限 年 月 日 

  

  

   
合計金額 円 

  重加算金 円  
    

指定納期限 年 月 日 
 計 円  

      
 

   納 期 限 年 月 日   
合   計 円 

 
 
県民税 税 額 円 延滞金 円 領

収

日

付

印 

 

 延滞金特例期間
の末日     

年 月 日 
 延滞金特例期間

の 末 日 
年 月 日 

  

 
 

  延滞金は納付指定日現在の計算です。 
 
事業税 
・特別
税 

税 額 円 延滞金 円 
 納税者  

納付指定日 年 月 日  
 

 
 

   上記のとおり領収しました。 
 過少申告・ 

不申告加算金 
円 重加算金 円 

   
 納付場所等については裏面を御覧ください。 
 上記のとおり滞納となつているので至急納めてください。 
 この督促状は  月  日現在で納税が確認できない方に送付しておりま
すので、行き違いに納税された方は御容赦ください。 
  
 
   埼玉県     県税事務所長 

領

収

日

付

印 

 

 

  
年度  領

収

日

付

印 

   
 納
税
者 

 

     

    税目      

      県税      

  
（県税事務所保管） 

      （納税者保管） 
  （金融機関保管）   

 備考 １ 裏面には、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されない場合の措置、この通知に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告とすべき者及び出訴期間等を記載し、

 交付すること。 

     ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年７．３％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
三
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

    
 「

（
自

動
車

税
」

 

 

「
（

自
動

車
税

（
種

別
割

）
」

 

 

動
車

税
 

を 

自
動

車
税
（

種
別

割
）
 

を 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
三
）
中 

に
、 

に
、 

自
動

車
税
 

を 
自

動
車

税
 

（
種

別
割

）
 

に
改
め
る
。 

自
動

車
税
 

 

 

」 

「 

」 

「 

」 

「 

」 



 
 

別記様式第十四号（三の二）（自動車税環境性能割、自動車税（種別割）） 
      埼玉県  自動車税      督促状兼領収証書  

  埼玉県 公      埼玉県 
納付書 公      

    領収済通知書   自動車税        自動車税     （原符）   登録番号(車のナンバー)  課税年度 課税相当年度 調定事由  
 加入 

者名  
口座
番号  

合計
金額 円 

  加入者名    
     

 
   口座番号     
 収納機

関番号  
納付
番号  

確認
番号  

納付
区分  

  納付 
番号  

   
     納  期  限  

 税目 
コード 

 登録番号  課税相当
年度 

 調定
事由 

   登録番号    年 月 日  

 県税 
コード 

 県税 
事務所 

自動車税 年度  納期限 年 月 日 
  課税相当

年度 
 調定

事由 
 

 様    
      税 額（税 率）  

 ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼    税  額 円    右のとおり滞納となつております 
ので、至急納めてください。 

円  
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延 滞 金 円 

  延 滞 金 特 例 
期 間 の 末 日 

年 月 日 
 延  滞  金  

  切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

 切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

 
円 

 
   

合計金額 円 
 

納付指定日 年 月 日 
  

     合     計  

   納 期 限 年 月 日  
 

  円  

 
税 額 円 延滞金 円  

領

収

日

付

印 

 

 
延滞金特例期間
の末日     年 月 日    

延滞金は納付指定日
現在の計算です。  

  納税者  上記のとおり領収しました。  

 納
税
者 

  
  

 納付場所等については裏面を御覧くだ
さい。 
 この督促状は  月  日現在で納税
が確認できない方に送付しておりますの
で、行き違いに納税された方は御容赦く
ださい。 
  
 
  
 
   埼玉県自動車税事務所長 

領

収

日

付

印 

 

 

  年度  領

収

日

付

印 

   
 コ
ン
ビ
ニ
収
納 

  

 税目     
   県税     
   

 
    

       
       （納税者保管）  
         

 （コンビニエンスストア本部控/県税保管）  (コンビニエンスストア店舗控/金融機関保管)    

 備考 １ 裏面には、督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までに完納されない場合の措置、この通知に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告とす

べき者及び出訴期間等を記載し、交付すること。 

     ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年７.３％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
五
）
中 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を
加
え
、
同
様
式
の
注
意
７
中 

 
 

 
 

」
の
次
に 

を
加
え
る
。 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
及
び
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
三
か
ら
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
六
ま

で
の
規
定
中 

 
 

 
 

 

の
次
に 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

を
、 

 
 

 
 

の
次
に 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を
加
え
る
。 

 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
七
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

     
 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
四
）
中 「

（
自

動
車

税
」

 

 

を 「
（

自
動

車
税

（
種

別
割

）
」

 

 

に
、 

動
車

税
 

を 
自

動
車

税
 

（
種

別
割

）
 

に
改
め
る
。 

。
。 

「
（

自
動

車
取

得
税

」
 

 

「
（

自
動

車
税

環
境

性
能

割
」

 

 
自

動
車

取
得

税
 

を 
自

動
車

税
 

環
境

性
能

割
 

に
、 

 
8
 

 
 
1
9
 

を 
 
8
 

 
 
3
6
 

に
改
め
る
。 

別
記
様
式
第
十
九
号
（
三
）
中 

（
１

）
 

法
人

県
民

税
 

（
２

）
 

法
人

事
業

税
 

 
 

 
・

地
方

法
人

特
別

税
 

（
２

）
 

自
動

車
税 

を 

に
、 

（
２

）
 

自
動

車
税
（

種
別

割
） 

（
１

）
 

法
人

県
民

税
 

（
２

）
 

法
人

事
業

税
 

 
 

・
特

別
法

人
事

業
税

又
 

 
 

は
地

方
法

人
特

別
税
 

 

（
４

）
 

自
動

車
税 

を 
（

４
）
 

自
動

車
税
（

種
別

割
） 

に
改
め
、
同
様
式
の
注
意
４
中 「

及
び

」
 

 
「

特
別

法
人

事
業

税
又

は
」
 

 

「
自

動
車

税
 

 

「
（

種
別

割
）
」

 

 

「
事

業
税

・
」

 

 

「
特

別
法

人
事

業
税

又
は

」
 

 
別

法
人

事
業

税
及

び
特

別
法

人
事

業
譲

与
税

に
関

す
る

法
律

第
８

条
又

は
」

 

 

「
の

規
定

（
」

 
 

 

自
 

 

」 

「 

」 

」 

「 
「 

」 

「 

」 

「 

」 
」 

 「 

 

「 
」 

の
次
に 

「
特

 

 

「 



別記様式第二十七号の七 

 所在地 

 

 法人名 

                           様 

 代表者氏名 

 

 法人の県民税・法人の事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税
更正
決定

 

 法人の事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税の
過少申告
不 申 告

重
加算金決定

通知書（納額告知書）
 
 

 

 

 

 

 

 

 次のとおり通知します。 

 なお、不足税額、加算金及び延滞金を指定納期限までに納付してください。 

 年  月  日  

 

 

 

 

 

埼玉県    県税事務所長 □印   

 県 税   納税番号    

 
事 業 年 度 

年  月  日 から 

 年  月  日 まで 

 申 告 基 準 日 年  月  日 

 申 告 納 付 

期 限 

県 民 税 年  月  日 

 事 業 税 年  月  日 

 確 定 申 告 書 提 出 年 月 日 年  月  日 

 修 正 申 告 書 提 出 年 月 日 年  月  日 

事         業         税  県    民    税 

摘           要 課税標準 税  率 税  額  （ 使 途 秘 匿 金 税 額 等 ） 

法 人 税 法 の 規 定 に よ つ て 計 算 し た 法 人 税 額 

（   円） 

円 

所 

得 

割 

所 得 金 額 総 額 円    

年 4 0 0 万 円 以 下 の 金 額  ／100 円  試験研究費の額等に係る法人税額の特別控除額  

年400万円を超え年800万円以下の 
金額又は年400万円を超える金額 

 ／100   還 付 法 人 税 額 等 の 控 除 額  

年 8 0 0 万 円 を 超 え る 金 額  ／100   退 職 年 金 等 積 立 金 に 係 る 法 人 税 額  

計     課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額の総額 ア  

軽 減 税 率 不 適 用 法 人 の 金 額  ／100   ２以上の道府県に事務所又は事業所を有する法人にお
ける課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額

 イ

  

 

価
値
割 

付
加 

付 加 価 値 額 総 額      

付 加 価 値 額  ／100   法 人 税 割 額      ア又はイ ×
 
  
100

  

資
本
割 

資 本 金 等 の 額 総 額     
道 府 県 民 税 額 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額 

 

資 本 金 等 の 額  ／100    

収
入
割 

収 入 金 額 総 額     外 国 の 法 人 税 等 の 額 の 控 除 額  

収 入 金 額  ／100   仮 装 経 理 に 基 づ く 法 人 税 割 額 の 控 除 額  

 

 
 



 
 

合 計 事 業 税 額   差 引 法 人 税 割 額  

平 成 2 8 年 改 正 法 附 則 第 ５ 条 の 控 除 額   既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 法 人 税 割 額  

事 業 税 の 特 定 寄 附 金 税 額 控 除 額   租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 法 人 税 割 額 の 控 除 額  

仮 装 経 理 に 基 づ く 事 業 税 額 の 控 除 額   過 不 足 法 人 税 割 額  

差 引 事 業 税 額   均

等

割

額 

算定期間中において事務所等を有していた月数 ウ 月 

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額   
均 等 割 額           円 × ウ 12 

 

租 税 条 約 の 実 施 に 係 る 事 業 税 額 の 控 除 額    

差 引 過 不 足 事 業 税 額   既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 均 等 割 額  

減少する事業税額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額   過 不 足 均 等 割 額  

減少する事業税額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額   過 不 足 県 民 税 額  

特 別 法 人 事 業 税 又 は 地 方 法 人 特 別 税  減少する法人税割額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額  

摘             要 課税標準 税  率 税  額  減少する法人税割額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額  

所 得 割 に 係 る 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 円 ／100 円  分

割

基

準 

 

事    業    税 県 民 税 

収 入 割 に 係 る 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額  ／100   従業者の数・固定資

産 の 価 額 

事務所又は事業所の数、発電 

用固定資産の価額、軌道の延 

長キロメートル数      
従業者の数 

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額   

仮 装 経 理 に 基 づ く 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 の 控 除 額   本 県    

差 引 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額   総 数    

既に納付の確定した当期分の特別法人事業税額又は地方法人特別税 額        

租税条約の実施に係る特別法人事業税額又は地方法人特別税額の控除額        

差 引 過 不 足 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額        

減少する特別法人事業税額又は地方法人特別税額のうち仮装経理に基づく過大申告の更正に伴い繰越控除される税額        

減少する特別法人事業税額又は地方法人特別税額のうち租税条約の実施に係る更正に伴い繰越控除される税額        

過 少 （ 不 ） 申 告 加 算 金        

重 加 算 金        

延 滞 金 の 控 除 期 間 対 象 外 税 額       

県 民 税 全部適用・一部適用 年 月 日から  年 月 日まで        

事 業 税 
特 別 税 

全部適用・一部適用 年 月 日から  年 月 日まで        

指 定 納 期 限 年  月  日       

更 正 、 決 定 又 は 加 算 金 決 定 の 理 由        

注意 この通知書に記載された事項について不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に埼玉県知事に対して審査請求をすることができます。この場合、
審査請求書（正副２通）はなるべく県税事務所を経由して提出してください。処分の取消しの訴えは、当該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を
被告として（埼玉県知事が被告の代表者となります。）提起することができます。 

    なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がない

   とき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の

   取消しの訴えを提起することができます。 



 

別
記
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式
第
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十
七
号
の
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中
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」
の
次
に
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」
を
加 

え
る
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別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
五
及
び
別
記
様
式
第
二
十
八
号
の
六
中
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」
の
次
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」
を
、
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」
の
次
に
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を
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え
る
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別
記
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式
第
三
十
三
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（
一
）
中
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を
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に
改
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る
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別
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第
三
十
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別
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別
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別
記
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十
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改
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別
記
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十
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別
記
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五
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に
改
め
る
。 

 

別
記
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第
五
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中
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別
記
様
式
第
五
十
九
号
の
九
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

に
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

を 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

に
改
め
る
。 

 

別
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別
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の
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法
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別
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又
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法
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事
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又
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業
譲
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る

法
律

第
８

条
又

は
 

  

令
和

 
 

年
 

 
平

成
３

２
年

３
月

３
１

日
」

 

農
地

利
用

集
積

円
滑

化
団
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又
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農
地

売
買

 

等
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農
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買

事
業

 

農
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集
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円
滑

化
団
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又
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農
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売
買

 

等
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業
 

農
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買

事
業

 自
動

車
税
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税

 
自
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車

税
（

種
別
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）

課
税

 

自
動

車
税

課
税

 
自

動
車

税
（

種
別

割
）

課
税

 

動
車

税
の

 
自

動
車

税
（

種
別

割
）

の
 

自
動

車
税

 
自

動
車

取
得

税
 

 
月

 
 

日
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平
成

３
２

年
３

月
３

１
日

 
令

和
 

 
年

 
 

月
 

 
日

 

平
成

３
２

年
３

月
３

１
日

 
令

和
 

 
年

 
 

月
 

日
 

特
別

法
人

事
業

税
及

び
特

別
法

人
事

 

自
 

３
５

条
の

２
第

２
項

」
 

「
あ

て
先

」
 
「

宛
先

」
 

「
第

２
３

条
第

７
項

」
 

「
第

 

３
５

条
の

２
第

７
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「
あ

て
先

」
 

「
宛

先
」

 
「

第
２

３
条

」
 

「
第

３
５

条
 

「
第

５
３

条
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第

５
５

条
の

１
５

」
 

の
２

」
 

「
第

１
５

２
条

第
２

項
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あ
て

先
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宛
先

」
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第

 

１
７
７
条

の
１
３
第

２
項

」
 

「
あ

て
先

」
 
「

宛
先

」
 

「
第

２
３

条
第

２
項

」
 

「
第
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動
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書
 

自
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明
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動
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書
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の
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動
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明

書
」
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自
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納
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書
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自
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税

（
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割

）
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」
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を 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
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別
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に
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る
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税
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」

 

「
自

動
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種
別
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」

 
別
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様
式
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六
十
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改
め
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税
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別
記
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一
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に
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る
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自

動
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税
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」
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自

動
車

税
（

種
別

割
）

の
 

納
税

証
明

書
」

 



 
 

別記様式第六十四号の三 

自動車税環境性能割 修正申告書 
    年  月  日 

 （宛先） 

  埼玉県自動車税事務所長 

 

３ 

登 録 番 号 又 は 車 両 番 号 申 告 年 月 日 新車・中古車区分 自動車・軽自動車区分 

受付

印 

 
大 宮 Ｍ 
熊 谷 Ｋ 
所 沢 Ｒ 
春日部 Ｂ 
川 越 Ｗ 
川 口 Ｃ 
越 谷 Ｙ 

   

ひら
がな 

      

年  月  日 
１ 新 車 １ 自 動 車 

 ２ 中古車 ２ 軽自動車 

 車 名 通 称 名  車  台  番  号   乗 車 定 員 

納

税

義

務

者 

住 所
又 は
所在地 

 
          人 

型 式 類 別 区 分 番 号 初  度  登  録  年  月 

アパー
ト 等 

フリガナ 電
話
番
号 

   年  月   
方  

棟  号 室 

 
修       正       申       告       額 

 
車両本体の標準額（ア） 付 加 物 の 価 額 （ イ ） 課税標準額（ア）＋（イ）① 

氏 名
又 は
名 称 

フリガナ 
億 千万 百万 十万 万 千 百 

０ 

十 

０ 

円 

０ 

 千万 百万 十万 万 千 百 

０ 

十 

０ 

円 

０ 

億 千万 百万 十万 万 千 百 

０ 

十 

０ 

円 

０ 
◯印  

修 正 申 告 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 税 額 

定 置 場  ② 

税率 
 

１００ 

自動車税環境性能割額①×② ③ 課 税 標 準 額 

 

自動車税環境性能割額④ 

千万 百万 十万 万 千 百 

 

十 

０ 

円 

０ 

億 千万 百万 十万 万 千 百 

０ 

十 

０ 

円 

０ 

千万 百万 十万 万 千 百 

 

十 

０ 

円 

０ 
（

前

納

税

義

務

者

） 

譲

渡

者 

住 所
又 は
所在地 

 

 

この申告により納付すべき税額 
③－④ 

付加物の
内  訳 

１ エアコン                       

２ ステレオ（ＣＤプレーヤーを含む。） 

３ カーナビ 

４ その他（                      ） 

千万 百万 十万 万 千 百 十 

０ 

円 

０ 

氏 名
又 は
名 称 

フリガナ 

 所 有 者 コ ー ド  修 正 申 告 の 詳 細   収 納 印 表 示 欄 

     Ａ 取得価額 

Ｂ エネルギー消費効率 

Ｃ 車両重量 

Ｄ 車両総重量 

Ｅ 構造 

Ｆ 燃料の種類 

Ｇ  その他 

 

 

円 

km／ι 

kg 

kg 

 

 

 

 

 

 

取 得 の 原 因 

該当する番号を○で囲む。 
 １ 売買（割賦販売契約） ２ 売買（１以外） ３ 交換 ４ 贈与 
 ５ 相続 ６ 法人の合併・分割 ７ その他（         ） 

 

取得年月日 年   月   日  

販    売    業    者 

 住 所 
 氏 名 
（名 称） 
電話番号     （  ） 

   税 率               ％ ②  

 注意 当初申告との変更点を「修正申告の詳細」欄に記入してください。 

 

 

 



 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
四
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
六
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
、 

同
様
式
の
注
意
１
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
六
の
二
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改 

め
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
七
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
、 

同
様
式
の
注
意
１
中
「 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
十
四
号
の
八
中
「 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
、
同
様
式
の
注

意
１
及
び
３
中
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 

附
則
別
記
様
式
第
十
号
中
「 

 
 

 
 

 
」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
、
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附
則
別
記
様
式
第
十
一
号
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」 

に
、
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

に
、
「 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
規
則
は
、
令
和
元
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定

は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

一 

第
二
条
の
改
正
規
定 

令
和
二
年
四
月
一
日 

 

二 

第
十
三
条
の
六
の
改
正
規
定
並
び
に
別
記
様
式
第
三
十
四
号
の
二
及
び
別
記
様
式
第
三
十

六
号
の
二
の
改
正
規
定 

農
地
中
間
管
理
事
業
の
推
進
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
十
二
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日 

２ 

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 
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得
税

 
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 

自
動

車
取

得
税

 
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 

第
４

５
条

又
は

第
４

５
条

の
２

 
第

５
５

条
の

５
又

は
第

５
５

条
の

 

６
」

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

自
動

車
取

得
税

 
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 

第
４

５
条

第
１

項
 

自
動

車
取

得
税

 
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 

６
 

６」
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

第
５

５
条

の
５

第
１

項
 

自
動

車
取

得
税

徴
収

猶
予

通
知

書
 

自
動

車
税

環
境

性
能

割
徴

収
猶

予
通

知
書

徴
収

猶
予

通
 

自
動

車
取

得
税

 
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 
第

１
８

 

条
の

５
 

第
２

２
条

の
６

 

自
動

車
税

納
税

義
務

 
自

動
車

税
（

種
別

割
）

納
税

義
務

 

第
２

３
条

の
３

」
 

す
る

自
動

車
税

 
す

る
自

動
車

税
 

（
種

別
割

）
 

第
２

３
条

の
２

 

書
 

自
動

車
取

得
税

 
自

動
車

税
環

境
性

能
割

 


